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「小選挙区制は二大政党制に有利に働くか？」
二つの実証的分析
三宅一郎
本稿は2000年度，秋学期「マクロ政治分析」の最終日講義であると同時に，私の学生に対する
「最終講義」になる講義の記録である．講義計画によると，最終日は，鈴木基史の「衆議院新選
挙制度における戦略投票と政党システム」 ［l]の前半部分を紹介し，統計分析技法はそこで使わ
れている重回帰分析の解説をすることになっていた．これが，本稿の前半部である．
この前半部は他人の論文紹介と解説にすぎないので，講義計画にはないが，これとほぼ同じ主
題についての筆者の考えを述べる部分を追加して，多少とも「最終講義」の体裁を整えることに
した．これが本稿の後半部である．ただし，筆者自身の考えと言っても，最終講義の時点で，原
稿がほぼ完成していた新著『選挙制度変革と投票行動』［2]から抜き出したものであり，新著の
ごく一部（第4章）の紹介にすぎない．
と言う事情から，本稿は学術誌である「情報研究」にふさわしい輪文とは言えない．学術論文
の体裁をとらないで，やや詳しい講義ノートの形式にとどめた理由である．ご了承いただきたい．
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1.合理的選択モデルと「戦略投票」
(1) 小選挙区比例代表並立制とデュベルジェの法則
鈴木基史の「衆議院新選挙制度における戦略投票と政党システム」は， 1996年の総選挙で「戦
略投票」が行われたかどうかについての実証的分析である．この論文の紹介に入る前に，デュベ
ルジェの法則と合理的選択理論について解説する必要がある．
デュベルジェの法則とは「小選挙区制は二大政党制に有利に働く」という，政治学における有
名な「法則」である．これには，（i）自動的機械的要因と (i)心理的要因がある．
前者は，選挙の機械的なメカニズムを指す．小選挙区制では，第3政党以下の中小政党の議席
率が得票率に比べて非常に小さくなるのが普通である最大政党は逆に，議席率は得票率に比べ
て非常に大きく，得票率が50％に達しなくても， 50％以上の議席を得て，単独内閣を組織できる
ことが多い．これが小選挙区制における票と議席変換の機械的メカニズムである．
後者，心理的要因とは，第3政党の支持者が自分の票が死票となるのを嫌って，当選確率の低
い支持政党の候補者に投票せず，当選確率の高い政党のなかから，自分の考えに近い政党の候補
者に投票する「戦略投票」を通して，投票が上位2政党に集中する心理的メカニズムである．
(2) 合理的選択論の投票行動モデルと「戦略投票」
(a)合理的選択論の投票行動モデル
「戦略投票」論は合理的選択論の投票行動モデルと整合的である．
今，便宜のため，与党A,野党Bが競合している二大政党制を仮定する． A,B政党が政権をと
った場合に，投票者が得ると考えられる効用所得を，それぞれUA,UBとする． Eは期待値を意味
する．次の式の結果がプラスであれば与党Aに，マイナスであれば野党Bに投票する［3]. すなわ
ち，政策立場が自分の意見と最も近い政党に投票する．
E (UA) -E (U8) • • • • • • • • • (1) 
さて，多党制の場合，
(b)小選挙区相対多数決制が二大政党制に有利に働くのは，有権者の戦略投票によってである．
「戦略投票とは，自己の選考に最も近い政策立場をとっている候補者の当選見込みが低い場合，
この候補者への支持を取り下げ，もっと有力な候補者を支持する『戦略的な』投票行為のことを
さす」．小政党の支持者が戦略的に大政党に投票する結果，政党数は2に収束する傾向がみられ
よう．この状態をデュベルジェ均衡と呼ぶ．
(c)小選挙区制でのデュベルジェ均衡を制約する制度規定
しかしながら，日本の小選挙区制にはデュベルジェ均衡を制約する制度規定がある．（i）重複立
候補制 (i)議席配分方式と選挙区間格差である．
(i)重複立候補制 小選挙区候補者を比例代表選挙の名簿登載者とすることができる．これが
「重複立候補」である．各政党は比例代表選挙の名簿に複数の候補者を同一順位で登載すること
ができるが，当選順位は小選挙区選挙の結果によって，いわゆる惜敗率で決められる．比例代表
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選挙で当選するためには，小選挙区選挙で善戦して惜敗率を高めねばならない．小選挙区で当選
可能性が低くても，支持者は「戦略投票」をする事ができず，あくまで支持候補者に投票するほ
かはない．
(i)議席配分方式と選挙区間格差 各都道府県の選挙区数（議員定数）は小選挙区定数300の
うち，まず，各都道府県に各1を均等配分し，それに残りの253を人口に比例して配当した数を加
えたものである（最大剰余式）．鈴木によると「都市部選挙区の選挙民規模を過大にして，これ
らの選挙区における社会選好を多様化し，有権者間候補者調整を非効率化する効果をもちうる」．
つまり，候補者間の相違と候補者の当選可能性の識別が困難になるから， 「戦略投票」は難しい．
(3) 戦略投票におよぽす制度要因の影響：実証分析
(a)重回帰分析
(i)従属変数票集中度（上位2候補の合計得票率）と有効候補者数 (1/Rりの2変数
即はラクソ＝ダゲペラ指数と呼ばれ，各候補得票率自乗値の合計である． 2変数とも票の上位
政党への集中を示す． 1996年の総選挙では， 1選挙区あたりの有効候補者数平均は2.95であった．
上位2政党への集中化傾向は，多くの選挙区で見られず，むしろ， 3党化傾向が存在することを
意味する．これは上記(2)(c)の2制度によるものと仮定できる．
(i)独立（説明）変数
票集中度（もしくは有効候補者数）の選挙区間相違を説明するために，①当該選挙区での立候補
者数，②選挙民規模，③2位， 3位， 4位， 5位， 6位となった重複立候補者の存在を示すダミ
ー諸変数をそれぞれ説明変数とする．当該選挙区の立候補者数を加えたのは，票の集中，分散は
立候補者数によって左右されるところが大きいから，これをコントロールするためである．
(b)分析結果：決定係数，回帰係数と検定結果
分析結果は鈴木原論文（1),表2の通りである（表の掲載は省略）．これによると，重複ダミー
諸変数は，票集中度を推定する方程式において，負の係数が与えられ，有効候補者数を推定する
方程式において，正の係数が与えられている．また，選挙民規模には，それぞれ負の係数と正の
係数が与えられている．これらの結果から，重複制の利用と選挙民規模には，票集中度を有意に
減少させ，有効候補者数を有意に増加させる効果があることが示されている．
(c)結論 「投粟者が（短期的に）合理的であったとしても，小選挙区制にデュベルジェ均衡を
成立させ，二党制傾向を生じさせるには，十分な選挙情報およびエリート間•投票者間候補者調
整を促す制度規定と社会構造が不可欠である．本稿の最も重要な分析結果は，新選挙制度の小選
挙区制に包摂されている選挙規定と社会構造において，そうした調整は困難であり，その結果，
票集中が抑制されるということである」．
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2.社会心理学の投票行動モデルと「勝ち馬投票」
(1) 社会心理学の投票行動モデル
(a)合理的選択理論との異同
2001年9月
どちらも方法的個人主義を取る点で共通だが，合理的選択理論は演繹主義的であるのに対し，
社会心理学は帰納主義的である．
(b)社会心理学の投票行動モデル
合理的選択理論の投票行動モデルは，上述したように，政策評価一元論的であるのに対し，社
会心理学の投票行動モデルは，通常，政策評価だけではなく，合理的選択理論から見ると，往々
にして非合理的な，政党評価，候補者評価などの要因をも考慮に入れる．
(2) 社会心理学における「戦略投票」
(a)有力候補の認知の党派的偏り
有権者は勝つ可能性があると認める候補者に投票する傾向がある．勝つ可能性をもつ候補者を
有力候補と呼ぶと，有力候補が一人なら，その人に投票が集中する．有力候補が二人でも，その
うち最有力候補への投栗傾向が強い．有力候補は上位2党， とくに自民党に多いので，有力候補
への投票は二大政党制化，さらには自民党の一党優位制を促進する．
表1 有力候補と有効政党の異同（全サンプル）
所属政党名 (1)有力候補 (2)有効政党 (3)正認知
自民党 67 89 73 
新進党 38 66 55 
民主党 12 21 42 
共産党 3 2 12 
無所属 6 8 62 
その他＊＊＊ 8 5 83 
* (1X2)の数値は縦行の％，縦に足して100を超える場合は複数回答
による。 100に達しない場合は「ない・答えない」などがあるた
めである。 N=1318
*** 「その他」は社民党，さきがけなど。
ただし，投票それ自体の集中効果は顕著ではなく，むしろ投票に先立つ有力候補認知過程での
効果がより大きい．有効政党，有力候補の所属政党，両者の一致（正認知）の政党別分布表であ
る表1を見られたい．ここで「有効政党」とは客銀的データによる当選可能な候補者の所属政党
である．これに対し，回答者の認知によるデータが「有力候補」である．正認知とは，有効政党
を有力候補者の所属政党と認知した人の比率（％）である．自民党に関しては， 「有効政党」であ
れば，自民党候補者は「有力候補」とほぼ正しく認知されているが，新進党候補の場合は，正認
知は半分程度にすぎない．無所属と「その他」の政党の候補者の正認知率が高いのは有名政治家
を多く含んでいるからに他ならない．新人の多い民主党と共産党候補者の正認知率は低い．
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すなわち，
(i)もともと有力候補者は上位2政党，とくに自民党に集中している．
(i)誰が有力候補者かという認知も大政党有利に増幅される．
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この有力候補認知の偏りは大政党に決定的に有利な初期値となっていて，それに基づいて有力
候補投票（有力候補者への投票）が行われる．
(b)有力候補投票と勝ち馬投票
投票それ自体の上位政党集中効果とは有力候補投票の効果である．有力候補投票は支持政党の
候補者への投票になるかどうかで分けて考えねばならない．有力な支持政党候補への投票は，有
力候補投票と政党投票（支持政党と一致する投票）との合力であり，有力候補と支持政党の相互
補強効果を持つ（狭義の有力候補投票）．
これにたいし，支持政党の候補者が有力候補ではないため（あるいは元々，支持なしで），自
分の票が死票となるのを避けて，他の政党の有力候補に投票するのが「勝ち馬投票」である．た
とえば，小選挙区の社民党候補は有力ではないので，社民党支持者が，より有力な自民党候補に
投票するとすれば，これが「勝ち馬投票」である．
表2は支持政党外の候補者への投票者のみで，政党別に，投票候補者が「有力候補」か否かの
分布を示したものである．まず，合計欄では，投票の約半分 (53%）は「勝ち馬投票」だが， 「勝
ち馬候補」は小政党や無所属候補にも存在し，必ずしも二大政党に集中していないので，その効
果は上述した認知過程での効果ほど顕著とはいえない．だが，相対的にいって，大政党への流入
票にやや多く存在するのは事実である．新進党への投票の勝ち馬率は総平均程度にすぎないが，
自民党への投票は79％まで勝ち馬投票である．勝ち馬投票は特に自民党に偏る．
この表では％を横に算出しているが，これを縦に算出すると，勝ち馬投票のうち72％が上位2
党への投票になる． 72％の内訳は自民42%，新進30％で， 2大政党への集中化傾向とともに，よ
り大きい一党への集中傾向も強く存在するので，一党優位制への傾向を見ることができる．
表2 投票政党(1996)別，勝ち馬投票
（支持政党以外の候補者への投票者のみ）
投票候補者
投票政党 有力候補有力でない 合計 N 
自民党 79% 21 100 116 
新進党 54 46 100 132 
さ・無 57 43 100 58 
民・社 46 54 100 96 
共産党 8 92 100 65 
合計＊＊ 53 47 100 467 
＊ 投票が棄権，不明を除く。
「さ・無」はさきがけ，その他の政党，無所属の合併
「民・社」は民主党と社民党の合併。
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(c)調査データによる戦略投票
われわれの調査では， 「戦略投票」に該当するケースは少ない．だから， 「有力候補投票」と
「勝ち馬投票」に分析を集中してきたのだが，最後に， 「戦略投票」がどの程度少ないかをデー
タで示したい．
合理的選択理論による「戦略投票」は言うまでもなく，政策選好を中心にしていて，通常，政
党支持は顔を出さない． 「戦略投票」を，回答者の「政策近似候補」が有力候補でなければ，有
力候補でかつ第2の「政策近似候補」に投票する，と定義しよう． 「政策近似候補」は回答者の
意見に最も近い立場の候補者をいう．この調査では，第2,第3の「政策近似候補」を質問して
いないので，第1候補者の情報のみ（回答者は全対象者の約30％にすぎないが）で，より近い候
補者についての情報は欠けているが， 「政策近似候補」が与党候補者であれば，他の与党政党を，
野党であれば，他の野党政党候補者を第2 「政策近似候補」に当てることにする．この選挙での
主要政策争点が消費税増税の賛否であり，与野党対立であったから，この処置は妥当であろう．
表3は「政策近似候補」と有力候補者の結びつきのパタン（行の側）と有力候補投票（列の側）
のクロス表である． 「政策近似候補」が有力候補者でもある場合（表の第1行）は， 89％もの人
がその候補者に投票しているのは，当然であろう． 「政策近似候補」が有力候補者でない場合（表
の第3行）は，その71％の人は，有力候補者でなくてもそのまま「政策近似候補」に投票するが，
残りの29％の人は最有力候補か，対抗候補か，どちらかの候補者に投票している．表の網掛けの
部分が， 「政策近似候補」は有力候補者でない回答者で，有力候補者に投票した人である．ケー
ス数にしてわずか43にすぎない．
表3 政策近似候補者，有力候補者，投票候補
政策近似候補
と有力候補の
投票候補
関連 最有力候補 対抗候補
最有力候補(a)
対抗候補(a)
その他(b)
欠損値(c)
89 
?
50 13 
有力候補以外 合計(N)
8 100 (207) ， 100 (58) 
71 100 (85) 
37 100 (748) 
合計(d) 53 13 34 100 (1098) 
(a)政策近似候補は最有力侯補：対抗候補の場合も同様
(b)政策近似候補者だが有力候補ではない
(c)政策近似候補者でない（小政党あるいは無所属候補者を含む）
(d)棄権・不明，有力候補なし，を除いた
これではまだ「戦略投票」とは呼べない．次いで，投票した有力候補者は，定義通り，第2の
「政策近似候補」であるかどうかを検討しよう．表4は投票政党と第2 「政策近似候補」の指標
である，与野党分類とのクロス表である．新進党と共産党はどちらも野党であるが，相互に第2
の「政策近似候補」になりうるか疑わしいから，この 2党はあえて「野党」としてまとめなかっ
た．投票政党が与野党分類に適合していれば，仮説は支持される．だが，期待に反して，投票政
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党が第2の「政策近似候補」であったケースは6ケースのみで，非常に少ない．
「戦略投票」の存在は，調査データによっても明らかにされたが，勝ち馬投票が量的に言って，
はるかに勝っているのは確かである． 「戦略投票」だけで上位2政党集中化を説明することはで
きない．
表4 政策近似候補者，有力候補者，投票候補
与（第野2党政分策類近似）
投票候補
自民党 新進党 その他(b) 合計(N)
与党4党 冒瓢心―疇W"．＂璽 17 ゜ 100(6) 新進党 100 ゜ ゜ 100 (19) 共産党 44 50 100 (18) 
合計(a) 72 5 23 100 (43) 
(a)有力候補でない政策近似候補を避けて，有力候補に投票した人
（前表の網掛けの部分）
(b)民主党，社民党，さきがけ，その他（共産党は含まず）
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